
【東アジアへの視点】

25

［寄稿論文］

日韓主要4空港における航空ネットワーク・パフォーマン
スの評価－日本にとって最大のハブ空港はどこか？－ *

アムステルダム大学経済学部教授　ヤップ・ドゥ・ウィット†   　 

SEOエコノミックリサーチシニアリサーチャー 　　ヤン・フェルドハウス†† 

SEOエコノミックリサーチシニアリサーチャー　 　ギオーム・ブルハウト††† 

神戸大学大学院海事科学研究科准教授　       　松本　秀暢 　

1．はじめに

わが国においては，全体的に地方都市圏では空

港容量に余裕があるものの，首都圏の空港発着枠

は限界に達している。2007年8月に第2滑走路の供

用を開始し，完全24時間空港になった関西国際空

港（関西）や，2005年2月に開港した中部国際空港

（中部）によって，関西圏や中部圏の空港容量は

大きく改善された。これら2空港には国内線およ

び国際線が就航しており，両者間の乗り換えが可

能となっている。しかしながら，成田国際空港（成

田）は2009年度内に暫定平行滑走路（B滑走路）の

北伸2,500ｍ化を目指しているものの，現時点で

ほぼその処理能力は限界に達しており，39ヵ国か

ら新たに乗り入れ希望があるほか，既に乗り入れ

ている39ヵ国2地域（2006年11月時点）の航空企業

からも，強い増便要求を受けている。さらに，首

都圏では，国内線は東京国際空港（羽田），国際線

は成田と基本的に機能分担が行われている結果，

国内線と国際線との乗り継ぎは限られている（注1）。

こうした背景から，地方空港からは国内線ネット

ワークが充実している関西や中部経由で，海外に

向かうケースが見られる。

一方，日本政府は大都市圏の空港容量問題を解

決する1つの方策として，従来から韓国系航空企

業による一方的な地方空港乗り入れを認めてき

た。その結果，国内地方空港との路線を多く持つ

仁川国際空港（仁川）経由で，海外へ向かう傾向

も見られる。そして，2007年に開催された日韓航

空当局間協議で，空港容量に制約がある成田と羽

田を除いて，日韓が相互に便数や乗り入れ地点の

制限を撤廃し，航空自由化を実現することで合意

した。これによって，日韓ともに乗り入れ空港や

路線に関する協定上の限定がなくなる結果，路線

設定や増便が自由に行えるようになる（注2）。

先に述べたように，地方居住者にとっては，関

西あるいは中部を経由して国際線に乗り換え可能

ではあるが，関西に関しては，関西圏における国

内線が関西，大阪国際空港（伊丹），および神戸

空港（神戸）の3空港間で分散している結果，その

機能を十分に果たしているとはいいがたい。そし

て，関西および中部ともに，国内線と国際線の乗

り換え上のスケジュール調整が十分に行われてい

ない現状も指摘できるであろう。

ところで，出発地から経由地を経て目的地に向

かう場合，乗客には乗り換え時間（Transfer Time）

と迂回時間（Detour Time）に起因する追加的コス

トが発生する。したがって，直行便に対する経由

便の評価を行うためには，その追加的コストを考

慮する必要がある。例えば，関西から直行便でア

ムステルダム・スキポール空港へ向かう場合と，

関西から仁川経由でスキポール空港へ向かう場合

を比較すれば，明らかに前者の方が時間コストか

らみたフライトのクオリティーは高いといえる。

航空ネットワークのパフォーマンスを評価する際
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には，上記のような直行便と経由便の違いを明示

的に扱う必要がある。

本稿では，日本からの乗り換え空港として日韓

主要4空港（仁川，成田，関西，中部）を取り上げ，

これら空港の航空ネットワーク・パフォーマンス

を評価することを主な目的とする。

2．日韓路線と日韓主要4空港の概要

2.1　韓国系航空企業の日本路線における変遷

1989年度においては，韓国系航空企業では大韓

航空のみが，成田，伊丹，名古屋，福岡の4大空

港に加えて，札幌，新潟，長崎の合計7空港に乗

り入れ，週当たり便数については72便であった。

1990年度にアシアナ航空が日本路線へ参入し，成

田および伊丹の2空港へ乗り入れを開始した。同

年においては，乗り入れ空港数は2社合計で9空港，

便数は大韓航空77便／週，アシアナ航空25便／週

の合計102便／週であったが，1994年度には，乗

り入れ空港数は18空港，便数については大韓航空

100便／週，アシアナ航空47便／週の合計147便／

週にまで増加した。その後，アジア通貨危機によ

る影響があったものの，2007年度時点では，大韓

航空が15空港に137便／週，アシアナ航空が16空

港に135便／週の運航実績に至っている。

このように日本の地方空港がソウル路線の開

設・拡充に積極的になり，一方で韓国系航空企業

がその要望に応えてきた背景には，

（1）大都市圏の国際空港整備が遅れているため，

地方空港からの乗り入れが制限されている

こと，また乗り入れが実現している場合で

も，国内線と国際線の乗り継ぎ上の利便性

が悪いこと

（2）韓国経済と各地域経済との結び付きが強まっ

ていること

（3）韓国系航空企業が日本市場への傾斜を強めて

  いること                

等が挙げられる。わが国の航空当局も，一時的な

方策として，韓国系航空企業の一方的な乗り入れ

を容認してきた。直接乗り入れが実現すれば，利

用者にとっては時間コストを大幅に節約できるこ

表1 日本－ソウル路線の空港別／航空企業別便数
（2007年9月第3週）

空港 KE OZ JL NH UA NW 合計

札幌 7 7

旭川 4 4

函館 3 3

青森 4 4

秋田 3 3

仙台 8 8

福島 3 3

新潟 7 7

成田 28 30 21 7 7 7 100

羽田 14 14 14 14 56

富山 3 3

小松 4 4

中部 14 14 7 7 42

関西 21 21 14 7 63

岡山 7 7

広島 7 7

米子 3 3

高松 3 3

松山 3 3

福岡 18 13 31

長崎 2 2

大分 2 2

熊本 3 3

宮崎 3 3

鹿児島 3 3

那覇 3 3

合計 137 135 56 35 7 7 377

（注）羽田は金浦国際空港との便数である。

（出所）OAG World Timetables（2007）より筆者作成
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とも，地方空港のソウル路線開設を後押しした大

きな要因であろう。

表1は，2007年9月第3週における日本－ソウル

路線（仁川，金浦）の空港別／航空企業別便数を

まとめたものである。同路線には，大韓航空（KE），

アシアナ航空（OZ），日本航空（JL），全日本空輸

（NH），ユナイテッド航空（UA），ノースウェス

ト航空（NW）の計6社が，日本の26空港との間で，

週当たり377便の運航を行っている。しかしなが

ら，航空企業によってその就航実績には大きな差

があり，例えば，米国系航空企業は成田からの以

遠権を行使した各々7便しかなく，日本系航空企

業に関しても，成田，関西，中部，そして羽田の

4空港から，日本航空が56便／週，全日空が35便

／週しか就航していない。一方，韓国系航空企

業については，大韓航空が15空港から137便／週，

アシアナ航空が16空港から135便／週であり，2社

合わせると26空港全てに路線を開設し，全便数の

7割以上を占めている。

2.2　日韓主要4空港におけるトランスファー（乗

り換え）率

関西における国内線から国際線へのトランス

ファー率は，2004年度に行われた国土交通省のサ

ンプル調査によれば4.6％，中部に関しては，2005

年度に行われた中部国際空港利用促進協議会の利

用実態調査によれば5.8％であった（注3）。国内線と

国際線の乗り換え機能強化を目指している両空港

としては，決して高いトランスファー率ではない。

成田については，この種の調査は行われていない

が，国内8路線は国際線のフィーダー路線との位

置付けであることから，その大部分が国際線へ

の乗り換え旅客であると考えられる。一方，日本

発国際航空旅客（日本人）のソウル経由割合につ

いて，1995年度に行われた運輸省（現国土交通省）

の調査がある。表2によれば，日本人旅客のソウ

ル経由割合は平均で10.4％であり，同調査年から

表2 日本発国際航空旅客（日本人）のソウル経由割
合（1995年度）

空港 経由割合 空港 経由割合

札幌 30.1% 広島 4.9%

青森 21.7% 高松 13.3%

仙台 2.7% 松山 3.1%

成田 6.8% 福岡 13.0%

新潟 2.5% 長崎 4.5%

富山 0.0% 大分 47.9%

小松 2.9% 熊本 13.7%

名古屋 6.6% 鹿児島 17.8%

関西 15.3% 那覇 41.1%

岡山 15.6% 総計 10.4%

（注a）運輸省（現国土交通省）資料（ピーク時／オフピーク時の
サンプル調査による2週間データ〈推計〉）

（注b）韓国行旅客数は日本人のソウル便搭乗者数で，経由旅客
数はそのうちソウルを通過する旅客数

（注c）1995年度の韓国行旅客数は163万人

（出所）エアポートハンドブック（1998），p．508の参考②より引用

表3 日韓主要4空港の地域別便数（2007年9月第3週）

空港
アジア／太平洋地域

欧州地域 北米地域 南米地域 中東地域 アフリカ
地域 合計

日本 韓国 中国 その他 計

仁川 322 38 671 434 1,465 96 157 0 11 0 1,729 

成田 142 128 340 411 1,021 172 379 2 0 3 1,577 

関西 441 96 217 154 908 43 63 0 14 2 1,030 

中部 616 61 106 85 868 18 56 0 7 0 949 

（出所）OAG World Timetables（2007）より筆者作成
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さらに日本－ソウル路線が拡充されていること，

および外国人をも含めて考え合わせれば，現時点

のソウル経由割合は相当上昇していると予想され

る。

2.3　日韓主要4空港における地域別便数概況

表3は，2007年9月第3週における日韓主要4空港

の地域別便数を示したものである。便数合計で

は仁川が最も多く，続いて成田，関西，中部の順

となっている。特に，仁川における日本路線の便

数は，日本国外の空港としては，また関西や中部

との比較の上でも，際立っているといえるだろ

う。同時に，同空港における中国路線の便数も極

めて多く，成田の約2倍，関西の約3倍，そして中

部の約6倍である。欧州路線と北米路線について

は，成田が他の3空港と比べて顕著に多い。この

ように，仁川はアジア／太平洋地域に特に強い航

空ネットワークを持った国際空港であるのに対し

て，成田は全地域に対して比較的均一に航空ネッ

トワークを持った国際空港であると位置付けられ

るであろう。関西と中部に関しては，アジア／太

平洋地域に特化した国際空港といえる。

3．日韓主要4空港における航空ネッ
トワーク・パフォーマンスの評価

3.1　ネットワーク接続性の類型化

 ハブ（H）での乗り換えを伴う出発地（A）と目

的地（B）を結ぶ経由便は，出発地（A）と目的地（B）

を結ぶ直行便と同質ではない。換言すれば，経由

便を利用する乗客には，より長い旅程（迂回）と

乗り換えによって旅行時間が長くなり，その結果，

追加的なコストが発生する。

本稿では，図1に示すように，ネットワーク接

続性を3タイプに類型化する。

1．ダイレクト・コネクティビティー

   ハブでの乗り換えを伴わない，出発地（A）と

目的地（B）を結ぶフライト

2．オンワード・コネクティビティー

   経由地（B）での乗り換えを伴う，出発地（A）

と目的地（D）を結ぶフライト

3．ハブ・コネクティビティー

   経由地（A）での乗り換えを伴う，出発地（C）

と目的地（B）を結ぶフライト

図1 ネットワーク接続性の類型化

A B

C

D

ダイレクト・コネクティビティー

オンワード・コネクティビティー

ハブ・コネクティビティー

（出所）SEO Economic Research 作成
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3.2　分析データ

本稿で行った分析は，「2007年度版OAG World 

Timetables」から検索した，2007年9月第3週（2007

年9月17～23日）のフライト・スケジュール情報

をベースとしている。直行便はOAGデータから

直接検索可能であるが，経由便については，潜在

的接続便数や最小接続時間，最大接続時間，およ

び飛行経路等を考慮して，情報検索アルゴリズム

を構築し検索しなければならない。

多くの乗客は，直行便が利用できる場合でも，

目的地に行くために，ハブ空港で乗り換えること

が多い。ここで，乗客の選択基準は利用可能なフ

ライトの魅力度である。通常，魅力度は効用関数

で表され，便数や飛行時間，運賃等が変数として

考慮される。もちろん，他の要因，例えば快適性

や航空企業への忠誠心，特定の空港に対する選好

は，一定の役割を果たす。しかしながら，これら

の要因について，系統的にデータを入手すること

が困難であると同時に，その大きさの測定も容易

ではない。そこで，本稿では，便数，旅行時間，

そして運賃を，あるフライトの魅力度を測定する

ための指標とする。ある特定路線の運賃は，往々

にして日々変化する。主要航空企業が採用してい

るイールド・マネジメント・システム（平均単価

管理システム）が運賃の多様化へとつながった結

果，実際に支払われた運賃を表す情報は入手不可

能である。しかしながら，運賃の差異は統一的な

基準に基づいていることが多い。一般的に，直行

便の運賃は経由便の運賃よりも高く，経由便の運

賃は，インターライン・コネクション（企業間接

続）よりもオンライン・コネクション（同一企業

内や同一アライアンス内，あるいはコード・シェ

ア便）の方が低い。また，より多くの経由便があ

る場合の方が，概して運賃は低い。さらには，運

賃は航空企業特有のものであり，運賃競争力に大

きく依存する。結論的には，運賃は当該路線にお

ける就航企業数，旅行時間や乗り換え回数，およ

び経由便数等に，一般的に依存するといえる。運

賃に関する正確な情報は入手不可であるが，本稿

では，運賃の差異は以上のような変数の中に反映

されていると考える。

3.3　分析方法

本稿では，NETSCANモデル（注4）に基づいた先

行研究にしたがい，経由便に対してその質を定量

化した上で，理論上の直行便に転換する（Veldhuis，

1997；IATA，2000；Burghouwt and Veldhuis，

2006）。NETSCANモデルでは，全ての経由便に

対して，0～1の間でクオリティー指数（Quality 

Index）を割り当てる。直行便には，最大クオリ

ティー指数（Maximum Quality Index）である1が割

り当てられる。経由便に関しては，乗り換え時間

や迂回時間に伴う追加的な旅行時間を反映して，

クオリティー指数は1未満となる。

追加的な旅行時間がある閾値を超えた場合に

は，その経由便のクウォリティー指数は0となる。

ここで，2空港間の経由便の閾値は，その2空港間

の理論上の直行便の旅行時間に依存する。すなわ

ち，当該2空港間における理論上の直行便の旅行

時間が長ければ長いほど，理論上の経由便の旅行

時間も長くなる。直行便における理論上の旅行時

間は，出発地と目的地の地理的位置，飛行速度，

および離陸と着陸に必要な時間等の前提によって

決定される。そして，クウォリティー指数と当

該2空港間の便数（日／週／年）を掛け合わせる

ことで，コネクティビティー・ユニット（CNU：

Connectivity Units），すなわち理論的直行便数が

算出される（注5）。

ここで，NETSCANモデルでは，オンライン・

コネクションのみが接続便として認識される。つ

まり，同じ航空企業内か同じアライアンス内で接

続が行われることになる。さらに，同モデルでは
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表4 日本出発旅客に対する日韓主要4空港の空港別／地域別接続便数（2007年9月第3週）
①仁川国際空港

空港 仁川
まで

アジア／太平洋地域
欧州地域 北米地域 その他

地域 合計
日本 韓国 中国 その他 計

Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ

札幌 7 15 15 23 23 50 50 88 88 24 27 112 115 

旭川 4 1 1 3 3 17 23 21 27 6 16 27 43 

函館 3 4 4 9 9 22 22 35 35 9 11 44 46 

青森 4 1 1 1 1 13 13 15 15 6 9 21 24 

秋田 3 1 1 14 14 15 15 5 6 20 21 

仙台 8 1 1 17 27 18 28 4 24 22 52 

福島 3 1 1 3 3 8 14 12 18 6 12 18 30 

新潟 7 16 16 16 16 42 55 58 71 

成田 100 18 20 106 141 183 217 307 378 49 72 48 96 3 404 549 

富山 3 2 2 4 4 3 6 9 12 6 6 15 18 

小松 4 14 14 12 12 26 26 4 4 5 5 35 35 

中部 42 1 3 112 145 128 143 241 291 53 85 33 47 327 423 

関西 63 5 5 91 113 138 232 234 350 54 74 66 97 354 521 

岡山 7 16 16 16 16 42 55 58 71 

広島 7 28 28 7 7 35 35 1 8 7 36 50 

米子 3 2 2 16 22 18 24 1 7 19 31 

高松 3 8 8 3 6 11 14 1 1 3 3 15 18 

松山 3 8 8 12 15 20 23 5 5 25 28 

福岡 31 73 73 44 50 117 123 43 56 12 20 3 3 175 202 

長崎 2 5 5 6 6 11 11 4 5 3 3 18 19 

大分 2 6 6 8 8 14 14 2 3 6 6 22 23 

熊本 3 7 7 4 7 11 14 4 4 15 18 

宮崎 3 6 8 6 8 5 5 11 13 

鹿児島 3 12 12 8 8 20 20 3 3 4 4 27 27 

那覇 3 1 1 8 11 9 12 6 12 15 24 

合計 321 48 52 550 640 727 921 1,325 1,613 298 421 267 432 3 6 1,893 2,472 

②成田国際空港

空港
成田
まで

アジア／太平洋地域
欧州地域 北米地域

その他
地域

合計
日本 韓国 中国 その他 計

Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ

札幌 21 63 72 14 21 73 80 45 126 195 299 21 48 56 112 272 459 

仙台 14 49 51 7 14 46 46 25 79 127 190 21 48 21 49 169 287 

小松 7 14 14 18 18 14 35 46 67 21 48 21 21 88 136 

中部 35 35 35 7 28 105 119 44 139 191 321 52 90 66 221 2 309 634 

伊丹 28 21 28 70 111 33 112 124 251 45 83 49 147 218 481 

広島 7 14 14 7 7 14 28 35 49 21 48 21 21 77 118 

福岡 21 14 14 26 61 40 75 34 72 21 56 95 203 

那覇 7 7 7 7 7 14 56 21 63 

合計 140 217 235 28 63 319 381 201 580 765 1,259 215 437 269 683 0 2 1,249 2,381 
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③関西国際空港

空港
関西
まで

アジア／太平洋地域
欧州地域 北米地域

その他
地域

合計
日本 韓国 中国 その他 計

Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ
札幌 70 119 126 14 33 21 35 8 57 162 251 7 14 7 35 176 300 
旭川 7 21 21 21 21 21 21 
帯広 7 14 14 7 14 21 14 21 
釧路 7 0 0 14 0 14 
稚内 7 7 7 5 2 7 14 7 7 14 21 
女満別 14 28 28 2 28 30 14 28 44 
函館 21 56 56 7 14 14 21 4 18 81 109 14 81 123 
花巻 7 21 21 7 21 28 42 28 42 
秋田 7 21 21 7 7 7 21 35 49 35 49 
福島 7 14 14 7 21 21 35 21 35 
成田 2 1 0 1 2 0 3 
羽田 105 189 203 35 56 132 139 11 71 367 469 7 35 21 374 525 
松山 14 42 42 7 35 35 23 77 107 7 7 77 121 
高知 21 42 42 17 35 35 23 77 117 7 14 14 91 138 
福岡 56 168 175 23 37 7 65 198 277 14 21 14 212 312 
鹿児島 14 21 21 5 21 26 7 21 33 
宮古島 7 14 0 14 14 0 28 
那覇 70 252 273 28 49 7 33 280 362 14 7 28 287 404 
合計 443 1,015 1,078 91 189 260 309 51 369 1,417 1,945 28 98 35 191 0 0 1,480 2,234 

④中部国際空港

空港
中部
まで

アジア／太平洋地域
欧州地域 北米地域

その他
地域

合計日本 韓国 中国 その他 計
Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ

札幌 105 287 322 7 14 21 24 21 315 381 11 35 315 427 
旭川 7 21 28 21 28 21 28 
釧路 7 14 21 3 7 14 31 14 31 
女満別 7 49 49 7 49 56 7 49 63 
函館 14 84 98 7 84 105 84 105 
青森 14 7 7 7 7 7 7 14 
花巻 14 21 35 3 7 21 45 21 45 
秋田 7 49 0 49 0 49 
仙台 35 91 105 7 7 14 14 21 112 147 7 7 112 161 
福島 7 42 42 42 42 42 42 
新潟 21 98 105 7 14 14 14 21 119 154 7 119 161 
成田 35 56 70 56 70 7 56 77 
米子 14 35 49 35 49 35 49 
徳島 14 35 35 35 35 35 35 
松山 21 42 42 42 42 7 42 49 
福岡 126 259 322 7 17 14 266 353 7 18 28 273 399 
長崎 14 21 21 14 21 35 7 21 42 
大分 14 49 56 49 56 49 56 
熊本 28 21 56 21 56 7 21 63 
宮崎 21 56 70 7 7 63 77 63 77 
鹿児島 56 91 119 7 7 14 98 140 7 21 98 168 
那覇 35 98 112 98 112 14 98 126 
合計 616 1,477 1,813 21 49 70 89 0 119 1,568 2,070 7 57 0 140 0 0 1,575 2,267 

（注a）「最小接続時間：30分（国内→国内），45分（国内→国際，国際→国際），最大接続時間：180分，最大迂回率170％」を接続の前提条
件としている。

（注b）（Ⅰ）はアライアンスを考慮しないケース，（Ⅱ）はアライアンスを考慮するケースを示している。
（出所）Back Aviation Solutions: Connections Builder より筆者計算
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乗り換え時間を3倍にカウントし，その時間コス

トを評価している。つまり，飛行時間と比較して，

乗り換え時間は接続便への乗り換えミスや預け入

れ荷物の紛失等の危険性を伴っていることから，

これらの心理的コストを反映している（注6）。

3.4　分析結果

まず表4は，2007年9月第3週における日本出発

旅客に対する日韓主要4空港の地域別接続便数を

まとめたものである。図1の説明に従えば，「経由

地（日韓主要4空港）での乗り換えを伴う，出発地

（日本）と目的地（世界全地域）を結ぶフライト」

ということになる。出発地（日本）の観点に立て

ば，日韓主要4空港のオンワード・コネクティビ

ティー，経由地（日韓主要4空港）の観点に立てば，

日韓主要4空港のハブ・コネクティビティーと理

解できる。そして，表中のケース（Ⅰ）はアライ

アンスを考慮しない場合，ケース（Ⅱ）はアライ

アンスを考慮する場合を示している。現在，世界

ではワン・ワールド（One World），スカイ・チー

ム（Sky Team），そしてスター・アライアンス（Star 

Alliance）の3つのグローバル・アライアンスが存

在する。アライアンスを考慮すれば，同じアライ

アンスに加盟する航空企業であれば，それらの

ネットワークは同一視される。例えば，日本航空

はワン・ワールドに，大韓航空はスカイ・チーム

に，全日空とアシアナ航空はスター・アライアン

スに加盟しているが，日本の諸空港から仁川に到

着したフライトに対して，同じアライアンスに加

盟する航空企業のフライトであれば，同一企業の

接続便として認識されることになる。

表4から観察されることをまとめると，以下の

ようになるであろう。

（1）ケース（Ⅰ）とケース（Ⅱ）ともに，出発地を

日本，目的地を日本を含む世界全地域とした

場合の総接続便数は，仁川が最大である。つ

まり，日本発の乗客にとっては，日本の主

要3空港を利用するよりも仁川を利用した方

がオンワード・コネクティビティーは大き

く，利便性が高いということになる。すなわ

ち，仁川が日本にとっての最大のハブ空港と

いえるだろう。さらには，日本の主要3空港

には日本国内へのオンワード・コネクティビ

ティーも含まれており，しかも関西と中部に

関してはその比重が高いことからも，仁川の

優位性は大きいと判断できる。

（2）日本の主要3空港については，ケース（Ⅰ）と

ケース（Ⅱ）ともに，中部が関西を総接続便

数で上回っている。これは，中部の国内線就

航便数が関西よりも多いことに起因している

が，名古屋圏の航空需要を中部に一元化した

効果だといえる。成田に関しては，国内線就

航便数は絶対的に少ないものの，欧州地域や

北米地域への路線が相対的に充実している結

果，ケース（Ⅰ）では最小であるものの，ア

ライアンスを考慮したケース（Ⅱ）において

は，関西および中部を上回る結果となった。

（3）地域別にみると，ケース（Ⅱ）における中部

から成田経由で南米地域へ向かう2便を除い

ては，日韓主要4空港からの南米地域，中東

地域，アフリカ地域への接続便は存在しない。

また，日本国内への接続便数は中部，韓国は

関西，中国を含むその他アジア／太平洋地域

は仁川，欧州地域およびアメリカ地域は成田

と仁川というように，4空港間で地域的な相

違がある。出発空港別には，例えば，新潟お

よび岡山において欧州地域への接続便数が多

いことが，観察される。

（4）アライアンスを考慮したケース（Ⅱ）の方が，

多くの加盟航空企業のフライトが同一視され

る結果，ケース（Ⅰ）と比較して総接続便数

は多い。
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図2 日本出発旅客に対する日韓主要4空港の空港別オンワード・コネクティビティー（2007年9月第3週）
 ケース（Ⅰ）：アライアンスを考慮しない場合
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 ケース（Ⅱ）：アライアンスを考慮する場合
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（出所）Back Aviation Solutions: Connections Builderより筆者計算
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次に，これらの経由便の質を定量化した上で，

理論上の直行便に転換し，その結果を図2に示し

た。すなわち，単位はコネクティビティー・ユニッ

ト（CNU）となっており，実質的な直行便数と解

釈できる。図2の結果をまとめると，次の4点に集

約されるであろう。

（1）日韓主要4空港のCNU合計値での比較では，

ケース（Ⅰ）では仁川が最も大きく，ケース

（Ⅱ）では成田が最も大きい結果となった。

欧州地域や北米と比較して，アジア地域では

アライアンス加盟企業間の経営戦略上の融合

はそれ程進んではいないが，今後はアライア

ンス加盟企業の一体化が一層進行するであろ

う。

（2）関西と中部に関しては，両空港における日本

国内を目的地とする乗り換えの比重が大きい

ことから，ケース（Ⅰ）とケース（Ⅱ）ともに

CNU値は小さい。これは，モデルの設定上，

飛行時間と比べて乗り換え時間が相対的に大

きく評価される結果，クオリティー指数が小

さくなることに起因している。

（3）出発空港別にみると，札幌，仙台，小松，中

部，伊丹，広島，福岡，那覇の8空港につい

ては，全体的に成田のCNUが最も大きい（伊

丹に関しては，成田のみである）。これは，

国内線と国際線の間でスケジュール上の調整

を行っている結果である。成田と関西に関

しては仁川のみであり，那覇は関西との間

のCNUが最も大きい。その他，九州や四国

の地方空港は，中部のCNUが比較的大きい。

北海道および東北の地方空港については，関

西のCNUが比較的大きいが，その背景には

関西と伊丹の路線配分の影響がある。仁川に

関しては，日本の諸空港に対して，平均的に

CNUを保持している。

（4）アライアンスを考慮したケース（Ⅱ）の方が，

多くの加盟航空企業のフライトが同一視され

る結果，ケース（Ⅰ）と比較してCNU合計値

は大きい。

以上のように，経由便を理論上の直行便に転換

することで，日本の諸空港における実質的な総直

行便数を計算することができる。限られた国際線

しか持たない日本の地方空港にとっては，仁川と

結ばれることで，世界の各地域との �実質的な�

直行便を享受することが可能となるのである。

最後に，本稿で得た結論を簡単にまとめると，

まず表5は，日韓主要4空港の総接続便数および

CNU合計値について，一覧表にして整理したも

のである。図3は，これら4空港までの直行便数と

ともに，ケース（Ⅰ）と（Ⅱ）における経由便数

表5 出発旅客に対する日韓主要4空港のオンワード・
コネクティビティー一覧（2007年9月第3週）

空港
接続便数 CNU

ケース（Ⅰ）ケース（Ⅱ）ケース（Ⅰ）ケース（Ⅱ）

仁川 1,893 2,472 476.62 648.47 

成田 1,249 2,381 349.69 811.47 

関西 1,480 2,234 167.43 359.50 

中部 1,575 2,267 150.53 341.77 

（出所）Back Aviation Solutions: Connections Builderより筆者計算

図3 日本出発旅客に対する日韓主要4空港のネット
ワーク・パフォーマンスの評価（2007年9月第3周）
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（出所）Back aviation Solutions: Connections Builder より筆者計算
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（CNU）を4空港間で比較したものであり，さらに

表6は，日本出発旅客に対するこれら4空港の平均

オンワード・コネクティビティーを示している。

表6からは，ケース（Ⅰ）では成田到着便のそれぞ

れに2.50 CNUのオンワード・コネクティビティー

が，ケース（Ⅱ）では同5.80 CNUのオンワード・

コネクティビティーがあることが分かる。地域別

の内訳では，北アメリカ地域へのオンワード・コ

ネクティビティーが極めて大きい。仁川について

は，ケース（Ⅰ）で1.48 CNU，ケース（Ⅱ）で2.02 

CNUのオンワード・コネクティビティーがあり，

平均的に全地域に対して存在する。関西および中

部に関しては，ケース（Ⅰ）とケース（Ⅱ）ともに

1未満であり，このことからも成田と仁川のネッ

トワーク・パフォーマンスの多様性が際立ってい

ることが明らかであるだろう。

4．おわりに

本稿では，直行便および経由便の双方を考慮し

た統合的な航空ネットワーク・パフォーマンスの

評価方法を提案した上で，日韓主要4空港に適用

した。その結果，日本を出発地とする乗客にとっ

ては，仁川が最大のハブ空港であるという結論を

得た。従来，空港の生産性を表す指標としては，

年間離着陸回数や旅客数，および貨物量等の統計

データが利用されてきたが，今後は本稿で取り上

げた航空ネットワーク・パフォーマンスも評価す

る必要がある。すなわち，空港の競争的地位やネッ

トワークの多様性を表す上で，直行便に加えて，

経由便の利便性や便数も重要な指標となる。

わが国の国際空港政策を考える場合，国内線と

国際線が分散している影響が大きい。本稿での分

析結果から明らかなように，空港のオンワード・

コネクティビティーを向上させ，利用者の利便性

を高めるためには，国内線と国際線という機能分

担の基準には再考の余地がある。2010年度には，

再拡張事業によるD滑走路建設によって羽田の発

着枠が大幅に増加し，近距離国際定期便の運航が

再開される見込みである。羽田は国内線主体にも

関わらず，利用者数ではアジア／太平洋地域で最

大規模を誇る。今後，わが国における空港政策を

検討する場合には，国内線と国際線の接続性を包

含した航空ネットワーク・パフォーマンスの向上

を図ると同時に，アジア／太平洋地域における空

港間競争も視野に入れる必要がある。

注

（注1）2003年11月からは，日韓4社が羽田と金浦国際空港

との間に，定期チャーター便の運航を開始した。

また，2007年9月からは，上海虹橋空港との間にも，

定期チャーター便が就航した。

（注2）具体的な合意内容の概要は，以下の通りである。

1）わが国の首都圏空港を除き，日韓相互に乗り入

れ地点および便数制限を撤廃し，航空自由化を

表6 日本出発旅客に対する日韓主要4空港の平均オンワード・コネクティビティー            
（2007年9月第3週） （単位：CNU）

空港
アジア／太平洋地域 欧州地域 北米地域 その他地域 合計

Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ

仁川 0.66 0.77 0.49 0.69 0.34 0.55 0.01 0.01 1.48 2.02 

成田 0.58 1.24 0.69 1.48 1.23 3.06 0.00 0.01 2.50 5.80 

関西 0.33 0.52 0.03 0.12 0.02 0.18 0.00 0.00 0.38 0.81 

中部 0.24 0.37 0.01 0.05 0.00 0.13 0.00 0.00 0.24 0.55 

（出所）Back aviation Solutions: Connections Builder より筆者計算
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実現する。

2）首都圏空港の取り扱いについては，韓国側企業

は，成田空港で有している週73便の枠内で自由

に路線設定が可能とし，日本側企業は，成田－

仁川線を週73便以内とする。

3）以遠権については，韓国企業による日本国内の

空港（首都圏を除く）から北米路線への就航を

週7便まで，日本企業による韓国国内の空港か

ら第3国路線への就航については週15便まで可

能とする。

（注3）国土交通省空港局（2004）と中部国際空港利用促進

協議会（2005）を参照。

（注4）Veldhuis（1997）によって開発され，現在はSEO 

Economic Research（アムステルダム大学附属経済研

究所）が所有している。同モデルは IATAによって

も正式に採用され，世界の空港評価に際して広範

に利用されている。

（注5）数式で示すと，以下のようになる。

     （1）

         （2）

           （3）

          （4）

    MAXT：最大認識旅行時間

    NST：ノン・ストップ旅行時間

    PTT：認識旅行時間

    FLY：飛行時間

    TRF：乗り換え時間

    QUAL：クオリティー指数

    CNU：コネクティビティー・ユニット

    FREQ：便数

（注6）Veldhuis（1997）で採用された数値であるが，これは

アムステルダム・スキポール空港における乗客へ

の聞き取り調査に基づいている。同論文でも指摘

されているように，この点については，さらなる

研究が必要である。
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